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30,749,384 17,762,937

2,407,230 68,955

7,600,000 30,072

25,949 5,769,403

18,836,444 3,910,532

信 用 取 引 貸 付 金 17,245,300 1,858,870

信用取引借証券担保金 1,591,144 40,231

272,094 40,231

239,000 6,265,990

信 用 取 引 差 入 保 証 金 15,000 3,677,421

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 224,000 3,453,421

52,120 224,000

791,743 1,400,000

523,617 80,334

1,618 234,457

△ 434 11,320

181,747

3,003

16,106,751 3,953,466

94,981 3,707,725

建 物 64,691 188,920

器 具 ・ 備 品 19,159 -                      

土 地 11,130 56,820

116,863 99,688

電 話 加 入 権 2,558 99,688

ソ フ ト ウ ェ ア 103,302 21,816,092

電 気 通 信 施 設 利 用 権 2

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 11,000 16,989,029

15,894,906 3,000,000

投 資 有 価 証 券 13,486,827 2,150,321

関 係 会 社 株 式 2,138,009 2,097,611

長 期 差 入 保 証 金 259,604 52,710

長 期 前 払 費 用 6,263 20,439,016

そ の 他 4,202 737,732

19,701,284

別 途 積 立 金 6,800,000

繰 越 利 益 剰 余 金 12,901,284

△ 8,600,309

8,051,013

8,051,013

25,040,043

46,856,135 46,856,135

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

立 替 金

前 払 費 用

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負　　債　　合　　計

純　　資　　産　　の　　部

株 主 資 本

繰 延 税 金 負 債

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金

信 用 取 引 受 入 保 証 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

短 期 差 入 保 証 金

未 収 入 金

特 別 法 上 の 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

資　　産　　合　　計

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純　資　産　合　計

負　債 ・ 純　資　産　合　計

未 払 費 用

そ の 他 の 流 動 負 債

受 入 保 証 金

有 価 証 券 担 保 借 入 金

預 り 金

短 期 借 入 金

現 金 ・ 預 金

約 定 見 返 勘 定

未 払 金

信 用 取 引 資 産

未 収 収 益

信 用 取 引 借 入 金

信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金

預 託 金

信 用 取 引 負 債

有 価 証 券 貸 借 取 引 受 入 金

先 物 取 引 受 入 証 拠 金

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

 貸　　借　　対　　照　　表 
（２０２６年３月３１日現在）

（単位：千円）

流 動 資 産 流 動 負 債

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

科　　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産
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（単位：千円）

5,248,840

3,741,363

960,195

531,600

15,681

108,961

5,139,879

4,209,200

930,679

508,146

498,075

10,071

20,917

1,417,908

364,161

投 資 有 価 証 券 売 却 益 364,161

32,965

投 資 有 価 証 券 評 価 減 26,600

金融商品取引責任準備金繰入れ 6,365

1,749,104

399,286

127,173

526,460

                     当     期     利     益 1,222,643

　(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

 損    益    計    算    書 
（自：２０２５年４月１日　至：２０２６年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額  

営 業 収 益

受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

金 融 費 用

純 営 業 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 等

そ の 他

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計
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3,000,000 2,097,611 52,710 2,150,321 737,732 6,800,000 11,697,322 19,235,054

剰 余 金 の 配 当 △18,681 △18,681 

当 期 純 利 益 1,222,643 1,222,643

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 1,203,962 1,203,962

3,000,000 2,097,611 52,710 2,150,321 737,732 6,800,000 12,901,284 20,439,016

評価･換算
差 額 等

△8,600,309 15,785,067 6,901,282 22,686,349

△8,600,309 15,785,067 6,901,282 22,686,349

剰 余 金 の 配 当 △18,681 △18,681 

当 期 純 利 益 1,222,643 1,222,643

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 1,149,731 1,149,731

　－ 1,203,962 1,149,731 2,353,693

△8,600,309 16,989,029 8,051,013 25,040,043

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株　　　主　　　資　　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利　益　剰　余　金

資　　本
準 備 金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利　　益
準 備 金

その他利益剰余金

別途積立金

 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（自：２０２５年４月１日　至：２０２６年３月３１日）

(単位：千円)

繰越利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

自 己 株 式
その他有価証券

評価差額金

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

株主資本
合　計

純 資 産
合　　計

当 期 変 動 額
合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額
合 計

前　期　末　残　高



株式会社証券ジャパン（第 86 期） 

1/6 

 

個 別 注 記 表 

 
１． 当社の計算書類は、「会社法施行規則」(平成 18 年 2 月 7日法務省令第 12号)および「会社計算規

則」（平成 18 年 2 月 7 日法務省令第 13号）の規定のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

(平成 19 年内閣府令第 52号)および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和 49年 11 月

14 日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成しております。 

２． 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

『重要な会計方針』 

１.有価証券の評価基準および評価方法 

（１） トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準および評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券およびデリバティブ取引については、時価法（売

却原価は移動平均法により算定）によっております。 

（２） トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

① 子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

イ．市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)によっております。 

ロ．市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、主として組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書に基づき、その組合財産の持

分相当額を帳簿価額とし、また、組合等の営業により獲得した損益については、持

分相当額を計上する方法によっております。 

２.固定資産の減価償却方法 

有形固定資産・・・・・ 定率法によっております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取

得した建物(附属設備を除く) ならびに平成28年4月1日以降に

取得した建物附属設備および構築物については定額法によって

おります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物 ６～47年 

器具・備品  ３～20 年      

無形固定資産・・・・・・ 定額法によっております。なお、ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 
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３.引当金および準備金の計上基準 

貸倒引当金・・・・・・・ 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金・・・・・・・ 従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上し

ております。 

退職給付引当金・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見

込額に基づき計上しております。 

役員退職慰労引当金・・・ 役員および執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職

慰労金に関する内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

金融商品取引責任準備金・ 証券事故による損失に備えるため、｢金融商品取引法｣第 46 条の５

の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175

条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

４.重要な収益の計上基準 

当社の受入手数料は、「有価証券関連業経理の統一に関する規則」に基づき、委託手数料、

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料およびその他の受入手数料に区分して

おります。 

委託手数料は、主に株式等の売買注文の取次ぎから生じる手数料であります。売買注文を流

通市場に取次ぐ履行義務は約定日等に充足されるため、当該一時点で収益を認識しております。 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、有価証券等の募集若しくは売

出しの取扱い又は私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いを行ったことにより引受

会社等から受入れる手数料であります。一般的に、募集等申込日に販売等の義務を充足したとし

て、当該一時点で収益を認識し、受益証券等で売買形式による場合は委託手数料に準じて収益を

認識しております。 

その他の受入手数料に含まれる投資信託の運用、管理により生じる代行手数料は、投資信託

の信託約款に基づき、投資信託財産の日々の純資産総額に対する一定割合を日々収益として認識

しております。 

５.のれんの償却方法および償却期間 

５年間の定額法で償却しております。 

 

『重要な会計上の見積り』 

１．繰延税金資産（負債） 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

   繰延税金負債 3,707,725 千円  

    相殺前の繰延税金資産  70,087 千円（評価性引当額 188,221 千円控除後） 

相殺前の繰延税金負債 3,777,813 千円 

（２）算出方法 

繰延税金資産は将来減算一時差異等に対して、それらを回収できる課税所得が生じる可能性が

高い範囲において認識し、繰延税金負債は将来加算一時差異について認識しております。 
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（３）主要な仮定 

課税所得の見積り額は将来の事業計画に基づき算定され、経営者による外部環境を考慮した判

断および仮定を前提としております。当社の事業計画における主要な仮定は、営業収益の予測お

よび投資有価証券の売却見込み額であり、過去の実績や中期事業計画等を踏まえた基盤拡大の見

通しおよび足元のマーケット環境等を考慮して策定しております。 

（４）翌事業年度の計算書類に与える影響 

繰延税金資産の認識は課税所得の見積り額に基づき判断しておりますが、将来の不確実な経済

条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際の金額と見積りが異なった場合、翌事業

年度の計算書類において、繰延税金資産（負債）の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

２．固定資産の減損損失の認識要否判定 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

   有形固定資産および無形固定資産 211,844 千円  

（２）算出方法 

上記資産は、「『重要な会計方針』 ２.固定資産の減価償却方法」に記載した方法で償却され

ますが、未償却残高は減損処理の対象となります。 

これら資産の減損判定に当たっては、資産のグルーピングを行い、当該資産グループの営業活

動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続してマイナスになっているか等の判定により、

減損の兆候を識別しております。 

減損の兆候があると認められる場合には、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を

比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。 

なお、当事業年度末において、上記資産は、減損の兆候はないと判断しております。  

（３）主要な仮定 

経営者による外部環境を考慮した判断および仮定を前提とした将来の事業計画に基づく営業

損益は、当期と同様にマイナスにならないことを見込んでおります。当社の事業計画における主

要な仮定は、「１．繰延税金資産（負債）」と同様です。 

（４）翌事業年度の計算書類に与える影響 

これらの主要な仮定は見積りの不確実性を伴うため、将来において経営環境の悪化等により業

績が当初想定を下回る場合は、翌事業年度以降の計算書類において、有形固定資産および無形固

定資産の減損損失を認識する可能性があります。 

『貸借対照表に関する注記』 

１.有形固定資産の減価償却累計額      538,678 千円 

２.担保に供している資産 

                                                     (単位：千円) 

被担保債務 
種  類 

信用取引 
借 入 金 

期末残高 3,910,532 

担保に供している資産 投資有価証券 22,280 
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(注) 上記のほかに、先物取引取引証拠金の代用として投資有価証券 266,786 千円を差入れており

ます。信用取引保証金の代用として、自己融資見返り株券 2,010,721 千円を差入れております。

取引所等へのその他担保として投資有価証券 2,165,668 千円を差入れております。また、消費

貸借契約により自己融資見返り株券 37,289 千円を貸し付けております。なお、貸し付けた有価

証券の担保として、有価証券担保借入金 40,231 千円の差入れを受けております。 

３.担保等として差し入れた有価証券の時価等 (上記２に属するものを除く) 

（１） 信用取引貸証券 2,070,790 千円 

（２） 信用取引借入金の本担保証券 3,910,381 千円 

（３） 差入保証金代用有価証券 1,376,949 千円 

４.担保等として受け入れた有価証券の時価等 

（１） 信用取引貸付金の本担保証券 15,995,854 千円 

（２） 信用取引借証券 1,591,144 千円 

（３） 受入保証金代用有価証券 18,973,935 千円 

５.関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権                          597,593 千円 

短期金銭債務                          1,162,178 千円 

長期金銭債務                            3,254 千円 

『損益計算書に関する注記』 

1.関係会社との取引高 

（１）営業収益                                     420,234 千円 

（２）営業費用                                         372,202 千円 

（３）営業取引以外の取引高                                   10,373 千円 

『株主資本等変動計算書に関する注記』 

１.当事業年度の末日における発行済株式の総数 

           普通株式                               18,776,838 株 

２.当事業年度の末日における自己株式の総数 

           普通株式                                     9,436,148 株 

３.配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種 類 

配当の 

原 資 

配当金の総額 

(千円) 

1 株当たりの 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2025 年 5 月 13 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 18,681 2.00 

2025 年 

3 月 31 日 

2025 年 

6 月 27 日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 
株式の 

種 類 

配当の 

原 資 

配当金の総額 

(千円) 

1 株当たりの 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2026 年 5 月 12 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 － － 

2026 年 

3 月 31 日 

2026 年 

6 月 26 日 
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『税効果会計に関する注記』  

 (1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

 (繰延税金資産) 

退職給付引当金 59,547 千円 

投資有価証券評価損 67,973 千円 

賞与引当金 57,286 千円 

金融商品取引責任準備金 31,421 千円 

役員退職慰労引当金打切りによる長期未払金 16,884 千円 

賞与引当に伴う社会保険料 9,374 千円 

減価償却超過額および資産除去債務 6,116 千円 

未払費用 1,533 千円 

その他  8,171 千円 

繰延税金資産小計 258,309 千円 

評価性引当額  △188,221 千円 

繰延税金資産合計 70,087 千円 

     (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 3.670.418 千円 

未収配当金 78,413 千円 

事業税 28,980 千円 

繰延税金負債合計 3,777,813 千円 

繰延税金負債の純額 3,707,725 千円 

 

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13 号）が 2025 年 3 月 31 日に国会で成立

したことに伴い、2026 年 4 月 1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われ

ることになりました。 

これに伴い、2026 年 4 月 1 日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延

税金資産および繰延税金負債については、法定実効税率を 30.62％から 31.52％に変更し計算して

おります。 

この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が

106,318千円、法人税等調整額が1,065千円それぞれ増加し、その他有価証券評価差額金が105,253

千円減少しております。 

『退職給付に関する注記』 

１.退職給付制度の概要 

当社は、退職金規程に基づく確定拠出年金制度と退職一時金制度を併用しております。  

２.退職給付債務に関する事項 

 確定拠出年金への拠出後における、退職一時金の期末要支給額を退職給付引当金として計上し

ております。 
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『金融商品に関する注記』 

１.金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金

を調達しております。 

営業債権等に係る顧客の信用リスクは｢顧客管理に関する規程｣等に沿って、リスク低減を図っ

ております。トレーディング商品、投資有価証券等に係る価格変動リスクおよび外国有価証券

取引によって生じる外貨建て金銭債権または債務に係る為替リスクは、｢統合リスク管理規程｣

等に従いリスク管理しております。 

借入金の使途は、主に信用取引の提供に必要な自己融資等に係る短期運転資金であり、金利変

動リスクに対するデリバティブ取引等は行っておりません。 

当社は、金融商品取引業者として金融商品取引法に基づき自己資本規制比率を計算しており、

許容できるリスクを一定範囲にとどめるために、①市場リスク、②取引先リスク、③流動性リ

スクなどを適切に管理しております。 

 

２.金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。 なお、市場価格のない株式等（投資有価証券 貸借対照表

計上額 1,093,534 千円、関係会社株式 貸借対照表計上額 2,138,009 千円）は、下記表には含

めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金等短期間で決済されるものは、時価

が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

                 （単位：千円） 

   貸借対照表計上額 時 価 差額 

投資有価証券 12,393,292 12,393,292 ― 

 

『関連当事者との取引に関する注記』 

 親会社および法人主要株主等                                                             （単位：千円） 

種類 
 

会社等の名称 

議決等の所

有(被所有)

割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
株式会社 

岡三証券グ

ループ 

被所有 

 直 接

100% 

資金の借入 資 金 の 借 入

（注） 

利 息 の 支 払

（注） 

1,000,000 

 

6,554 

短期借入金 

 

未払費用 

1,000,000 

 

1,047 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注）資金の借入については、市場金利をもとに利率を決定しており、担保は供しておりません。 

 

『1 株当たり情報に関する注記』                                

1 株当たり純資産額  2,680 円 75 銭 

1 株当たり当期純利益   130 円 89 銭 

 


